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京都の産学官連携推進会議で講演
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　PhRMAは7月、スタン・バーナード博士（バーナード・アソ

シエーツ代表取締役、ウォートン・スクール・オブ・ビジネス 

e－ヘルス助教授）を日本に招き、9日から11日にかけて東京

で「eヘルス：IT革命」と題するセミナーを開催しました。

　eヘルスとは、病院、医師、製薬会社、政府などがインター

ネットやデジタル技術を活用して、消費者に医療情報や治

療情報、そして商品やサービスを提供することです。

　バーナード博士によれば、eヘルスは４つの過程を経て

進化します。(1)コンテンツの構築、(2)オンライン・コマース

の発展、(3)コネクティビティの利用、そして(4)ケア・スペー

スの提供へと進みます。進化のスピードは国ごとに異なる

ものの、進化の過程はほとんど変わりません。

　米国には、eヘルス消費者は年間１億人、さらに、ほぼ毎日

のようにサイトにアクセスする、いわゆるサイバー愛好家

は5,500万人もいると言われています。 eヘルス消費者の過

半数は30歳から59歳までの女性で、疾病や治療法に関する

情報の入手がほとんどで、それは、自分のためではなく、家

族や知人のためのようです。

（講演の要旨は2ページに掲載）

　ゴードン・バインダー・アムジ

ェン社会長（元PhRMA会長）は、

6月15・16の両日、京都の国立京

都国際会館で行われた第1回産

学官連携推進会議（内閣府、日本

経済団体連合会 主催）で講演し、

バイオテクノロジー産業の育成

のためには、高い教育水準、変化

への素早い対応、横溢する起業

家精神、産学協同、医薬品産業の

健全な発展など、7つの要因が不可欠であると語りました。

　講演の要旨は以下のとおりです。

　バイオテクノロジー産業を育成させるには、いくつかの要

因が必要です。

１）教育水準の高さと優れた大学の研究：この点、日本と米国

は欧州を上回っています。

２）変化への素早い対応：欧州は変化について保守的な傾向

が見られます。日本の場合、製造業における品質向上などでは

優れているものの、雇用などでは伝統が守られています。バ

イオ産業の場合、研究開発における変化は日進月歩というよ

りも、ある日突然起こるものですので、変化を前向きに受け

とめることが必要となります。

３）起業家精神：日本の場合は、多くの優秀な学生が大会社に

就職するようですが、米国では生まれてまもない、急速に成

長する企業に就職する傾向があります。また、大学も教授に

よる企業設立など、新興企業への支援を行っています。

４）産学共同：米国では、多くの大学の研究プロジェクトに対

し企業が資金援助を行っています。また、教授も企業に対し

コンサルティングを行いますし、企業の取締役に名を連ねて

いることも珍しくありません。この産と学の共同がバイオテ

クノロジーにとっては大変重要なのです。この点が欧州と日

本では弱点となっています。

５）医薬品産業の健全な発展：バイオ企業は普通、直接に患者

や医師に貢献することはありません。医薬品企業に対して、

研究活動を通して貢献しています。バイオテク産業にとって

大切な医薬品産業の健全性や収益性の面で、日本は遅れをと

っていると思います。

６）特許制度：この点でも日本は不利な環境に置かれています。

米国や欧州の特許制度では、勝者がすべてを得るようになっ

ています。日本の特許制度では特許者の立場が弱く、また範

囲が狭くなっており、独占権を得ることが多くありません。

多くの企業が同じ製品を売っていては利益が生まれません。

７）新しい企業を起こさせ成長を支援するベンチャー・キャ

ピタル：米国ではベンチャー・キャピタルが多すぎて弊害も

ないわけではありませんが、欧州と日本ではベンチャー・キ

ャピタルが少ないことが弱みとなっています。

　要約すると、日本がバイオ産業を育成するにあたって、教育・

大学の研究、大きな医薬品市場、そして政府のバイオ産業へ

の高い関心といったプラス面があり、他方、変化への対応、起

業家精神、産学共同、医薬品産業の規模と収益性、特許制度、

そしてベンチャー・キャピタルの各面が弱いと言えます。

　日本には、いくらでも選択肢があると思います。その強み

を生かしつつ、弱みを強みに変える変化を起こすのか、それ

とも政府が多額の補助金を拠出して、弱みを解消するという

選択もあります。あるいは、その資金を他の産業に振り向け

る選択もあるのかもしれません。
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